
 

 

令和４年度 事業計画書 

  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

ＮＰＯ法人 ＮＥＸＴＥＰ 

 

１ 事業の指針 

 

 小児専門の在宅支援として、「訪問看護」「ヘルパー」「福祉有償運送」「相談支援」「障害

児通所支援事業」を実施。多職種、複合サービスによる在宅支援をより広く実施するため、

令和４年６月に「穂っぷ こども在宅＆心身クリニック」「医療型短期入所 穂っぷ」を開設。 

病院・短期入所事業所として安定したサービスの提供を目指す。 

  

不登校児サポート事業では、コロナ禍を配慮しつつも月１回を目安にした活動を継続して

いく。子ども達の将来的な自立を目指しながら、学童期の成長を見守っていく。 

 

就労サポート事業は、「久遠チョコレート熊本店」の運営を通して、通信制高校等に在学

中の若者の社会的自立に向けたステップアップの場としていく。また、「就労継続支援 A 型

事業ちょこから」では、「農作業」「久遠チョコレート熊本」「食堂事業」での就労機会提供

を通して、より幅広い若者の受入れと、安定的な事業実施体制を構築する。特に農作業部門

では、熊本県内の通信制高校とタイアップし、社会的自立についてフォローが必要な若者と

高校卒業前から繋がりを持つことで、社会に出る不安を軽減しつつ就労や進学につなげるこ

とができるような仕組み作りを目指す。 

また、上記のようなフォローが必要な高校卒業程度者について、社会的自立に向けた課題

の一つに住居確保の問題があることから、民間の助成金を活用しシェアハウスを整備する。 

 

異業種交流会・講演会 フォーラム部門においては、子どもたちを取り巻く諸課題につい

て、勉強会を実施していく。 

また、令和 4 年度は「まりまり」を拠点とした子ども食堂活動や、シュシュを主な拠点と

した学習支援の取組みを計画している。NEXTEP として現在、複数の拠点を持ち、また協

力者の輪の広がりが出来ている。これまで培ってきた資源、人のつながりを最大限に活かし

ながら、改めて「笑顔溢れる地域社会づくり」を目指し、一つ一つ出来ることから取り組み

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事業内容 

実施 

日時 

実施 

場所 

従事者

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人数 

支出額 

(千円) 

不登校児サポート事業 

農作業体験 月 1回 合志市 10 人 

合志市近郊の不登校

児とその家族3〜5組 

一般参加者 

5〜15 名／1 回 350 

勉強会・講演会 年 2回 合志市 10 人 
合志市近郊 

90 人 

就労サポート事業 
久遠チョコレート

熊本 
毎日 熊本市 13 人 

熊本市近郊 

1 日 1～4 人 
35,000 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく障害福祉

サービス提供事業および地

域生活支援事業 

就労継続支援 A型 

ちょこから 
毎日 

合志市 

菊池市 
8 人 

合志市近郊 

1 日 5人 25,170 

居宅介護事業 毎日 熊本県 8 人 
合志市近郊 
1 日 15 人 20,000 

 医療型短期入所穂っぷ 毎日 熊本県 16 人 
合志市近郊 

1 日 6人 
40,000 

介護保険法、健康保険法に基

づいた訪問看護事業 
訪問看護事業 毎日 熊本県 11 人 

合志市近郊 
１日 15 人 60,000 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律、児童福祉法に基づ

く相談支援事業 

相談支援事業 毎日 熊本県 3 人 
合志市近郊 
1 月 8人 250 

 

児童福祉法に基づく障害児

通所支援事業（児童発達支

援・放課後等デイサービス） 

ボンボン 毎日 熊本県 10 人 
合志市近郊 

１日 5人 28,000 

シュシュ 毎日 熊本県 ８人 
熊本市近郊 

1 日 5人 29,000 

 まりまり 毎日 熊本県 6 人 
菊陽町近郊 

1 日 5人 24,000 

医療法に基づく事業所内で

の診療所の経営事業 

穂っぷ こども在宅

＆心身クリニック 
毎日 熊本県 16 人 

合志市近郊 

1 日 10 人 62,000 

道路運送法に基づく福祉有

償運送サービス事業 
福祉有償運送事業 毎日 熊本県 6 人 

合志市近郊 
１月 9人 0 



 

 

 

  

 

異業種交流会・講演会事業 講演会・勉強会 年 4回 熊本市 10 人 
熊本市近郊 

80 人 
200 

その他目的を達成するため

に必要な事業 
      


